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1．実質消費支出の減少幅が縮小 

総務省が 7月 29 日に公表した家計調査によると、14 年 6 月の実質消費支出は前年比▲3.0％（5

月：同▲8.0％）となった。減少幅は前月から大きく縮小し、事前の市場予想（QUICK 集計：前年比

▲3.9％、当社予想は同▲3.0％）を上回る結果となった。月々の振れが大きい住居、自動車などを

除いた実質消費支出（除く住居等）も前年比▲3.7％（5 月：同▲6.4％）と減少幅が前月から縮小

した。 

電気洗濯機、電気冷蔵庫などの家具・家事用品（前年比▲6.8％）、教養娯楽（同▲6.9％）は引

き続き大幅な減少となったが、住居（前年比 9.6％）、交通・通信（同 2.2％）、教育（同 1.1％）が

増加に転じたことが全体の減少幅縮小に寄与した。財・サービス区分別には、駆け込み需要が大き

かった耐久財（前年比▲16.4％）は引き続き前年比で二桁のマイナスとなっているが、サービス（前

年比 1.7％）が増加に転じた。 

実質消費水準指数（除く住居等、季節調整値）は 14 年 3 月に前月比 10.8％と急増した後、4 月

が同▲14.2％、5 月が同▲1.1％、6 月が同 3.5％となった。消費税率引き上げ後の 4 月、5 月に水

準を大きく切り下げた後、6月に持ち直すというパターンは前回の消費増税時（97年度）と同様だ

が、直前の駆け込み需要が大きかった分、今回のほうが水準の下がり方も大きくなっている。四半

期では、14年 1-3 月期に前期比 5.7％の大幅増加となった後、4-6 月期は同▲8.5％となった（前回

増税時は 97 年 1-3 月期が前期比 3.5％、4-6 月期が同▲4.5％）。 
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同日、経済産業省から公表された商業販売統計によると、14 年 6 月の小売業販売額は前年比▲

0.6％（5月：同▲0.4％）となり、減少幅は前月とほぼ変わらなかった。季節調整済指数で見ると、

3月が前月比 6.4％、4月が同▲13.6％、5月が同 4.6％。6月が同 0.4％となっている。駆け込み需

要が特に大きかった家電製品について機械小売業の販売額で確認すると、3月に前月比 22.9％の急

増、4 月に同▲36.3％の急減となった後、5 月は同 4.1％、6 月が同 7.0％と持ち直しの動きが続い

ている。 

商業販売統計でみると、6 月の販売額は駆け込み需要が本格化する前の水準に戻りつつあるが、

同統計の販売額には消費税分が含まれていることには注意が必要だ。物価上昇分を考慮した実質ベ

ースの販売額は依然として駆け込み需要発生前の水準を大きく下回っている。 
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２．実質所得の改善が個人消費回復の鍵 

6 月の消費関連統計は駆け込み需要の反動の影響が和らぎ、個人消費が持ち直しに向かい始めた

ことを示すものとなった。 

ただし、家計調査の実質消費水準指数（除く住居等、季節調整値）を駆け込み需要が本格化する

直前の 2月と比較すると、3月が 10.8％高くなる一方、4月が▲4.9％、5月が▲5.9％、6月が▲2.6％

低くなっており、3月のプラス幅を 4～6月を合わせたマイナス幅（▲13.5％）が上回っている。こ

のことは、消費増税後の個人消費が駆け込み需要の反動以上に落ち込んでいる可能性があることを

示している。反動減に加え、物価上昇に伴う実質所得の低下が個人消費の押し下げ要因となってい

るものと考えられる。 

名目賃金（現金給与総額）は 4月が前年比 0.7％、5月が同 0.6％と緩やかに増加しているが、消

費税率引き上げによって物価上昇率が大きく高まったため、実質賃金は 4 月が前年比▲3.4％、5

月が同▲3.8％と大幅に低下している。夏のボーナスが反映される 6月、7月の賃金の伸びが大きく

高まり実質所得が改善することが、夏場以降の個人消費回復の鍵となるだろう。 
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